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伊勢原市では、不育症に悩む御夫婦の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用され

ない不育症治療を行う方に対し、治療費用の一部を助成しています。 

 

 

 
 

厚生労働省から不育症に係る研究を分担している医師またはその医師が紹介する医療機

関が行う不育症の治療（その治療に係る検査を含む）に要した治療費のうち、自己負担

額の 1/2の額、上限 20万円を助成します。申請初年度から５年度に限り 1年度 1回

申請することができます。 

 

 
 

 

・治療開始の時点で、法律上の夫婦であること。 

・助成申請の時点で本市の住民基本台帳に記載されていること。 

・医療機関において不育症と診断され、治療の必要が認められたこと。 

 ・市税を滞納していないこと。 

・最終治療日属する年月を基準とし、夫婦の前年の所得（１月から５月までの場合にあっ

ては、前々年の所得）の合計額が７３０万円未満であること。 

 

 
 

 

治療期間の最終治療日から１年以内に申請すること。治療期間が 1年を超える場合は、

1年経過するごとに申請してください。 

＊治療期間・・・不育症治療を開始した日から、出産（流産、死産等を含む。）に伴

い、治療が終了するまでの期間。 

 

 
 

 

厚生労働省の研究に基づく不育症に関する検査に対応している医療機関です。 

※ 詳しくは、不妊症治療費の助成に関するリーフレットや市ホームページをご覧くださ

い。 

 
 

 

 

助成金の交付を受けようとする方は、交付申請の事由ごとに、次の書類を提出してください。 

ただし、(5)から(7)までの書類については、申請される方の同意を得た上で市がその内容を

確認できる場合は、添付を省略することができます。 

＊申請時は、印鑑をご持参ください。 

申請方法 

対象となる方 

 

対象となる費用 

 

 

申請の期限 

 

 

対象となる医療機関 

 

 

不育症治療費助成事業のお知らせ 
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(1) 伊勢原市不育症治療費助成金交付申請書 

(2) 伊勢原市不育症治療医療機関等証明書 

(3) 助成対象費用を確認できる領収書の写し 

(4) 被保険者等であることを証明する書類（健康保険証の写し等） 

(5) 法律上の婚姻関係及び住所の確認できる書類 

(6) 市税を滞納していないことを証明する書類 

(7) 所得を証明する書類 

(8) その他必要と認める書類 

 

 

 

 

交付申請の事由による最終治療日から１年以内に申請してください。 

 
 

 

 

申請に関する手続きの流れは次のとおりです。申請方法などで御不明な点などがありまし

たら、お気軽に事務担当までお問い合わせください。 
 

(1) 申請される方は、「伊勢原市不育症治療費助成金交付申請書」に必要となる添付書類を添えて、市（事

務担当）に申請していただきます。 

(2) 申請書等を受理した市（事務担当）は、関係書類を審査して「伊勢原市不育症治療費助成金交付決定

（却下）通知書」により、申請者の方へ支給の可否を通知します。 

(3) 交付決定を受けた申請者の方は、「伊勢原市不育症治療費助成金交付請求書」に「伊勢原市一般不妊

治療費助成金交付決定通知書」の写しを添え、市（事務担当）に請求していただきます。 

(4) 請求書を受理した市（事務担当）は、申請者の方が指定する金融機関の口座に助成金を振り込み 

ます。 

申請 → 審査・支給決定（または却下） → 請求 → 助成金支給 

（申請者）         （市）          （申請者）   （市）   

 

 

 

 

検査や治療方法など不妊や流産をくり返す不育症について、 

医師や臨床心理士、助産師などの専門家が、相談に応じます。 

各専門職による電話や面談による相談については、神奈川県が 

発行しているリーフレットや県ホームページをご覧ください。 

神奈川県不妊・不育専門相談センター 

県ＨＰにジャンプします 

申請できる期限 

手続きの流れ 

事務担当は、伊勢原市こどもみらい課母子保健係 

〒２５９－１１８８ 伊勢原市田中３４８番地 

電話 ０４６３－９４－４６３７（直通） 

 

 


